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１ 背景



・・・2005年以降自然減を続ける日本の人口

｢街なか居住｣

少子高齢化
人口減少

・・・利便性の高い(通院・買物)中心部へ住む事への再期待

急速な郊外
スプロール ・・・20世紀後半、車の急速な普及による郊外型居住の増加

（中心部の人口減少・市街地の衰退）

（郊外の公共交通の減少・居住者の高齢化）

（脱モータリゼーション、財政・資源の節約）
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都市の主要な住居形態として確立した「共同住宅」



今後、良質なストックとしてあり続けるための課題は多い

都市の主要な住居形態として確立した「共同住宅」

（共同住宅の維持・管理 / コミュニティへの影響）

（融資制度による建設サポート / 共同住宅に関する法律の整備 ）
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２ 目的



共同住宅による「街なか居住」の進展を、共同住宅単体でなく、周辺の利便施設、

管理方式と居住者同士や地域との関わりも含めた居住環境の問題ととらえ、

今後共同住宅を良好なストックとして維持していく為の課題を整理



３ 対象



コアゾーン

用途地域や施設分布状況を考慮し定義

図３－１ 研究の対象



リングゾーン
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近隣ゾーン
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用途地域や施設分布状況を考慮し定義

周辺ゾーン

図３－１ 研究の対象



４ 方法



方法① 生活利便施設による立地性

方法② 管理方式とコミュニティの実態



方法①

生活利便施設による立地性



生活利便施設の距離と満足度の関係

図４－１ 研究のフロー



距離と満足度の回帰分析による
満足度の高い範囲の割り出し

図４－１ 研究のフロー



満足度の高い範囲の重なりによる
生活利便性の高い地域の予測

生活利便施設による立地性の検証

図４－１ 研究のフロー



方法②

管理方式とコミュニティの実態



大分市中心部の分譲共同住宅

図４－１ 研究のフロー



管理方式・築年数・総戸数による
分譲共同住宅を類型化

分譲共同住宅の各分類から
聞き取り調査対象を抽出

図４－１ 研究のフロー



管理方式とコミュニティの実態

図４－１ 研究のフロー

管理方式の特徴と課題
(居住者同士の関係)

コミュニティの特徴と課題
(既存住民との関係)



５ 生活利便施設による立地性



生活利便施設の抽出

手順①



・周囲の静かさ

・周囲の緑の多さ

・公園や散歩コースの近さ、数

・道路の安全性

・近所付き合いが楽

・駅の近さ、本数

・バス停の近さ、本数

・中心市街地の魅力

・交番や消防施設の近さ

・駐車場の近さ、数

・図書館や美術館の近さ、数

・スポーツ、娯楽施設の近さ、数

・公民館、障害施設の近さ、数

・買い物をする場所の近さ、数

・銀行や郵便局(ATM)の近さ、数

・飲食店の近さ、数

・職場までの近さ

居住環境満足度

2006年度街なか居住に関するアンケート調査の共同住宅居住者に、
居住環境の満足度について23項目の評価に得点を与えて集計

ー 満足
ー やや満足
ー やや不満
ー 不満

２

１
-
1
-

・幼稚園や小中学校の近さ、数

・市役所、県庁までの近さ

・医療施設の近さ、数

・部屋の広さ、間取り

・家の風通しや日当たり

・家賃、税金、価格



・周囲の静かさ

・周囲の緑の多さ

・公園や散歩コースの近さ、数

・道路の安全性

・近所付き合いが楽

・駅の近さ、本数

・バス停の近さ、本数

・中心市街地の魅力

・交番や消防施設の近さ

・駐車場の近さ、数

・図書館や美術館の近さ、数

・スポーツ、娯楽施設の近さ、数

・公民館、障害施設の近さ、数

・買い物をする場所の近さ、数

・銀行や郵便局(ATM)の近さ、数

・飲食店の近さ、数

・職場までの近さ

評価項目の抽出 (２３項目→１５項目)

居住環境満足度23項目から直接対応する施設のある15項目を抽出

・幼稚園や小中学校の近さ、数

・市役所、県庁までの近さ

・医療施設の近さ、数

・部屋の広さ、間取り

・家の風通しや日当たり

・家賃、税金、価格

抽出例

○ 医療施設の近さ → 医療施設

× 中心市街地の魅力 → 該当施設なし



評価項目の抽出 (１５項目→１１項目)

地区毎の評価の違い(分散)が大

Ｆ値が高い（ミクロに評価）

有意水準5%

抽出した15項目を分散分析にかけ地区毎に違いのある１１項目を抽出



評価項目の抽出 (１５項目→１１項目)

抽出した15項目を分散分析にかけ地区毎に違いのある１１項目を抽出

地区毎の評価の違い(分散)が小

Ｆ値が低い(マクロに評価)

有意水準5%



生活利便施設の距離の算出

手順②



施設によって距離の算出方法をタイプ化

0 0



生活利便施設の距離と評価の関連性

手順③



抽出した１１項目の評価の平均値を地区毎に算出

地区別の平均評価値



抽出した項目と対応する施設の距離を地区毎に算出

地区別の平均距離(面積・数)



+

生活関連施設の距離（面積・数）

居住環境の満足度

回帰分析によって距離と評価の関連性を把握



表４－４ 回帰分析結果

決定係数が50%以上の施設

距離を主な評価基準として評価される施設



表４－４ 回帰分析結果

決定係数が30～50%の施設

距離＋その他の要因を主な評価基準として評価される施設



表４－４ 回帰分析結果

決定係数が30%以下の施設

距離以外の要因が主な評価基準として評価される施設



回帰式を用いた立地性の検証

手順④



決定係数50%の、距離が主な評価基準である施設について
得られた回帰式に｢満足(2pt)｣｢やや満足(１pt)｣をあてはめ、立地性を検証



｢満足(2pt)｣評価による立地性の検証

施設 駅 学校 市役所 最寄り品 県庁

予測距離 201.31 -29.33 187.64 221.39 239.85

図４－３ ｢満足(2pt)｣による利便性予測



施設 駅 学校 市役所 最寄り品 県庁

予測距離 646.11 505.98 1065.1 743.67 1062.32

府内町・金池町周辺のコアゾーンの東側に集中

｢やや満足(1pt)｣評価による立地性の検証

図４－３ ｢やや満足(2pt)｣による利便性予測



６ 管理方式とコミュニティの実態



手順①

分譲共同住宅の分類



｢分譲共同住宅の管理に関するアンケート調査｣より回答を得た４５サンプルについて
管理方式・築年数・総戸数をもとに類型化し(８分類)、聞き取り調査を実施

表５－１ 樹形モデルによる類型化



聞き取り調査は以下の９つを主項目として実施し、11サンプルを得た

①基本属性(建物/居住者)

②管理方法

③(耐震)改修・建替

④修繕(補修)

⑤その他の管理

⑥地域活動(共同住宅内)

⑦地域活動(共同住宅外)

⑧交流場所

⑨地域交流の役割・考え方

共同住宅管理(4項目)

地域コミュニティ(4項目)



手順②

3指標による特徴抽出



管理方式・築年数・総戸数の3指標を通し、９項目別に特徴を抽出し、
共同住宅管理と地域コミュニティに関連する指標を把握



共同住宅管理には、｢管理方式｣が、地域コミュニティは、｢築年数｣｢総戸数｣が
最も関連のある指標となる結果が得られた

表５－４ 3指標による調査項目別特徴抽出



表５－４ 3指標による調査項目別特徴抽出

管理方式指標による抽出例



管理方法(管理方式による抽出例)

表５－３ 3指標による特徴抽出

理事会の議題

①修繕(補修)
②管理規約
③防犯・防災
④その他

自主管理の●平均戸数 ３．００個 / 棟



管理方法(管理方式による抽出例)

表５－３ 3指標による特徴抽出

理事会の議題

①修繕(補修)
②管理規約
③防犯・防災
④その他

委託管理の●平均戸数 １．８５個 / 棟



表５－４ 3指標による調査項目別特徴抽出

築年数指標による抽出例



地域交流の役割、考え方(築年数による抽出例)

表５－３ 3指標による特徴抽出

地域交流の
役割・考え方

１０年～24年未満 ７/11 棟



管理方法(築年数による抽出例)

表５－３ 3指標による特徴抽出

賃貸居住者により、これまでのコミュニティを維持する事が困難な時期

地域交流の
役割・考え方

賃貸居住者が挨拶
を返してくれないと
いう人もいて、相談
を受けたことがある。

賃貸居住者の入れ
替わりが激しいので
知らない人を見かけ
るということがある。

賃貸居住者が若い
人なので自分の資産
でもないし、ほとんどが
望んでいないと思う。

賃貸の方とオーナー
に軋轢が有るのを
感じることがある。



表５－４ 3指標による調査項目別特徴抽出

総戸数指標による抽出例



表５－３ 3指標による特徴抽出

共同住宅外の
近所づきあい

有 ４/11棟

総戸数 ４６ ２１ 33 47 35 65 90 125 45 28 27

総戸数20戸～30戸の特に総戸数の少ない共同住宅のみ有

共同住宅外の地域活動(総戸数による抽出例)



表５－４ 3指標による調査項目別特徴抽出

３指標による抽出なしの例



交流場所(3指標による抽出なしの例)

表５－３ 3指標による特徴抽出

共同住宅内に
集会室(７/11
棟)



交流場所(3指標による抽出なしの例)

表５－３ 3指標による特徴抽出

共同住宅内に
集会室(７/11
棟)

ロビー

ロビー

管理人室 管理人室

専用の集会室をもたない共同住宅 4 / 7 棟



交流場所(3指標による抽出なしの例)

表５－３ 3指標による特徴抽出

共同住宅内に
集会室(７/11
棟)

今は管理人の休憩
スペースとして利用
するくらいなので、より
積極的に利用したい

以前使いやすくしよう
と思い改装を試みたが
反対者がいてできなかった

昔は子供会等で利用し
たことがあったが今は
理事会で使うのみなの
で積極利用したい

専用の集会室持つ場合も積極利用していない 3 / 7 棟



手順③

3指標による予測ベースモデル



3指標により抽出した共同住宅管理と地域コミュニティの特徴を、
指標の中の各カテゴリーに振り分ける

図５－１ 3指標による予測ベースモデル

共通事項

委託管理 自主管理

10年未満 10年～24年未満 25年以上

60戸未満 60戸以上

管理方式

築年数

総戸数



図５－１ 3指標による予測ベースモデル

共通事項

委託管理 自主管理

管理方式

3指標により抽出した共同住宅管理と地域コミュニティの特徴を、
指標の中の各カテゴリーに振り分ける

各カテゴリーの特徴や課題



3指標により抽出した共同住宅管理と地域コミュニティの特徴を、
指標の中の各カテゴリーに振り分ける

図５－１ 3指標による予測ベースモデル

共通事項

委託管理

10年未満

60戸未満

管理方式

築年数

総戸数

各分類の特徴や課題



管理方式のカテゴリー

｢委託管理｣は管理に関して無関心となりやすい傾向

｢自主管理｣は役員負担が大きく、今後世代交代等が困難

委託管理 自主管理

図５－１ 3指標による予測ベースモデル



｢10年未満｣は既存住民と軋轢を生じやすい時期

｢10年～24年未満｣は賃貸居住者の増加によるコミュニティの維持が困難

｢25年以上｣は地域や自治会に対する責任感が高くなる傾向

図５－１ 3指標による予測ベースモデル

築年数のカテゴリー

10年未満 10年～24年未満 25年以上



｢60戸未満｣の特に総戸数の少ない共同住宅は地域活動へ積極的

｢60戸以上｣は共同住宅内外問わず、コミュニティは希薄

図５－１ 3指標による予測ベースモデル

総戸数のカテゴリー

60戸未満 60戸以上



７ 総括



生活利便施設による立地性の検証

○距離と評価値を回帰式で項目毎に詳細に分析し、街なかの施設を３分類した

１．距離との関連性が高い施設
(駅/学校/最寄品/市役所/県庁)

２．距離＋他の要因で評価される施設
(公園/図書館/医療施設/銀行/バス停)

３．距離とは関連のない施設
(買回り品/美術館/郵便局/電化製品/公民学習/贈答品

○回帰式から生活圏域の予測を行った結果、距離と関連性の高い施設で｢やや満足(１ｐｔ)
○が予測される地区は、府内町・金池町のコアゾーンの東側に集中



○調査項目の9項目について、管理方式・築年数・総戸数の3指標により、特徴を抽出
○した結果、共同住宅管理には、｢管理方式｣が、地域コミュニティは、｢築年数｣｢総戸数｣
○が最も関連のある指標となる結果が得られた

管理方式とコミュニティの実態

○3指標の特徴を各カテゴリーに振り分け、分類毎の共同住宅管理と地域コミュニティ
○の特徴をカテゴリー別、分類別に詳細に把握可能



今後に向けて



研究で明らかとなった立地性や管理、コミュニティの現状から、今後の建替時期に向け、
立地、各分類別で必要な具体的サポートの検証を行う

居住者側の視点でなく、住宅供給側の視点を持ち、望ましい共同住宅の管理形態を考察
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